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議案第３４号 

令和７年度湯前町下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和７年度湯前町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年 間 排 水 件 数 事業所等を含む                 １，１０４件 

（２）年 間 総 排 水 量 ３３８，８２１ｍ３ 

（３）一 日 平 均 排 水 量 ９２８ｍ３ 

（４）主 要 な 建 設 改 良 事 業  流域下水道建設負担金     事業費    １２，９６５千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（収 入） 

 第１款  下 水 道 事 業 収 益                      １５７，９１５千円 

  第１項 営 業 収 益 ５５，０７８千円 

  第２項 営 業 外 収 益                       １０２，８３７千円 

（支 出） 

 第１款  下 水 道 事 業 費 用                      １５７，９１５千円 

  第１項 営 業 費 用 １４４，８８９千円 

  第２項 営 業 外 費 用                        １２，８２６千円 

  第４項 予 備 費 ２００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５０，４８２千

円は、当年度分損益勘定留保資金５０，４８２千円で補てんするものとする）。 

（収 入） 

 第１款  資 本 的 収 入                       ３１，６９２千円 

  第１項 企 業 債 １２，９００千円 

  第２項 出 資 金                        １８，７９２千円 

（支 出） 

 第１款  資 本 的 支 出                       ８２，１７４千円 

  第１項 建 設 改 良 費 １２，９６５千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金                        ６９，２０９千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。           （千円単位） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

１．下水道事業 １２，９００ 証書借入 

年４．０％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利

率） 

 ４０年以内（うち据置期間５年以内） 

半年賦元利均等償還等 

（ただし、町財政の都合により繰上償還

をなし、又は低利債に借り換えをするこ

とができる。） 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１２，９００千円と定める。 
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費    ５，９３９千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９１，０８７千円と定める。 

 

 （利益剰余金の処分） 

第１０条 当年度利益剰余金のうち、５０，４８２千円は、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額の補てんに処分するものと

する。 

 

 

令和７年３月６日提出 

湯前町長 長谷 和人 
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湯 前 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書
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収　　入

１ 下水道事業収益

１ 営 業 収 益

１ 下 水 道 使 用 料

３ そ の 他 営 業 収 益

２ 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息

２ 雑 収 益

３ 一 般 会 計 補 助 金

７ 長 期 前 受 金 戻 入

令和７年度湯前町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

102,837

1

72,295

予　　定　　額 備　　　　考

（単位：千円）

55,057

項 目款

157,915

55,078

21

30,540

1
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支　　出

１ 下水道事業費用

１ 営 業 費 用

１ 汚 水 管 渠 費

３ 総 係 費

４ 流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

５ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

１ 支 払 利 息

４ その他営業外費用

４ 予 備 費

１ 予 備 費

備　　　　考

（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額

200

200

4,000

157,915

144,889

11,872

5,877

46,118

12,826

8,826

81,022
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収　　入

１ 資 本 的 収 入

１ 企 業 債

１ 企 業 債

２ 出 資 金

１ 一 般 会 計 出 資 金

支　　出

１ 資 本 的 支 出

１ 建 設 改 良 費

４ 流域下水道建設負担金

２ 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５０，４８２千円は、当年度分損益勘定留保資金５０，４８２千円で補てん

するものとする。

82,174

12,965

12,965

69,209

69,209

（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

18,792

18,792

31,692

12,900

12,900
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（単位：円）

0
81,021,583

417,000
86,000

0
△ 30,540,997

0
1,555,000

0
8,826,000

0
61,364,586

0
△ 8,826,000

52,538,586

0
△ 11,786,000
△ 11,786,000

 
　　建設改良企業債等による収入 12,900,000

0
　　建設改良費企業債等の償還による支出 △ 50,269,429

△ 18,938,938
18,792,000

△ 37,516,367

3,236,219
99,105,632

102,341,851

2．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出

　　利息及び配当金の受取額
　　利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

1．業務活動によるキャッシュ・フロー
    当年度純利益

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
令和7年度湯前町下水道事業　予定キャッシュ・フロー計算書

金　　　　額

    賞与引当金増減額
    法定福利費引当金増減額
    貸倒引当金増減額

　　　　小　　計

　　減価償却費

　　支払利息
　　固定資産除却費

　  未収金の増減額
　　未払金の増減額

    長期前受金戻入額

　　受取利息及び受取配当金

資金期首残高
資金期末残高

　　無形固定資産の取得による支出

　　その他の企業債による収入

　　その他の企業債の償還による支出
　　他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

投資活動によるキャッシュ・フロー

3．財務活動によるキャッシュ・フロー
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１．特別職

報　酬 給　料 期末手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　等

議　員

計 9 0 0 0

長　等

議　員

計 9 0 0 0

長　等

議　員

計 0 0 0 0

0 0 0 0

0

 

0

9 0 0

前
年
度

比
較 その他の

特別職

備　考

給与費明細書

9 0 0

合　計
区　分

職員数
給　　与　　費

共済費

その他の
特別職

その他の
特別職

本
年
度
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

普通昇給に伴う増加分

扶養手当 千円
時間外勤務手当 千円
期末勤勉手当 千円
退職手当 千円

時間外
勤務手当

198

2,168前年度 1 0 2,724

職員手当
等の内訳

△ 24

前年度

区　分
職員数

人 千円

4,892

区　分

0 3,026 1,942 4,968

千円

計

千円

職員手当等

1

本年度

扶養手当
期末勤勉
手    当

913

58

1,222

△ 200

0

通勤手当

千円千円

0 50

132

区　分
増減額

千円

給　　与　　費

302

1,090

千円

0

報　酬 給　料

比　較

86

86

管理職手当

２　一般職

比　較 0

（１）総括

本年度

0

30

計

174 294

450

0

294 0

136

△ 314

千円 千円

 

合　計

常勤１

日直手当

千円千円

共済費

千円

971 常勤１5,939

千円

退職手当

備　考

5,805

134

△ 2260

302千円

千円

住居手当

1,942

△ 226 76

0

132

その他の増減分

0

千円

2,168

千円

増減事由別内訳
千円

△ 226その他の増減分

△ 24

△ 20

△ 314

説　　　　明

△ 226職員手当

302
302給　　料
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たり給与 ウ　級別職員数

級 級

６ ６

５ ５

４ ４

３ ３

２ ２

イ　初任給 １ １

計 計

（級別の標準的な職務内容）

　

特に高度な知識又は
経験を必要とする業
務を行う主事・社会
福祉士・学芸員・保
健師の職務

主事・社会福祉士・
学芸員・保健師の職
務

一般行政職

区分

総務課長の職務及び
総務課長を経験した
課長の職務

課長・会計管理者・
審議員の職務

１級６級 ５級

令和６年
２月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

　

１００．０

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

一般行政職

２５１，０００

３０５，６０４

２９歳７ヶ月

区　　　　　分

令和７年
２月１日現在

３級 ２級

２２５，６００

２７５，６４１

２８歳７ヶ月

１

大学卒

　 　

令和６年２月１日現在

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

令和７年２月１日現在

１８８，０００

一般行政職

１８８，０００

国の制度（一般行政職）

一　般　行　政　職

　

　

　 　

審議員・課長補佐・
主幹の職務と職務内
容が、これと同程度
の職務

係長・参事の職務

２２０，０００

１ １００．０

４級

区　　分

高校卒

２２０，０００

１ １００．０ １００．０１
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エ　昇給

オ　期末手当、勤勉手当

区　　　　　　　　　　分 合　　計 区　　　　　　　　　　分 合　　計

本
年
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人） １

前
年
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人） １

昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人） １ 昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人） １

号給数別内訳

２号給    （人）

号給数別内訳

２号給    （人）

４号給    （人） １ ４号給    （人）

８号給　　（人） 　 ８号給　　（人） 　

１

６号給　　（人） ６号給　　（人）

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％１００．０ 比率（Ｂ）/（Ａ）（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

備　　　　考

１００．０

４．５

４．６

６月（月分） １２月（月分） （月分）

職制上の段階、職務の級等による加
算措置

本 年 度 ２．３ ２．３

国 の 制 度 ２．３ ２．３

前 年 度 ２．２５ ２．２５

４．６

湯前町一般職の職員の給与に関する
条例第２０条第５項に基づく加算措
置有り

（国家公務員）一般職の職員の給与
に関する法律第１９条の４第５項に
基づく加算措置有り
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カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　その他の手当

区　　分

２０年勤続
の者

２５年勤続
の者

３５年勤続
の者

最高限度 その他の
加算措置

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

退 職 時 特 別 昇 給

支給率等 ２４．５８ ３３．２７ ４７．７０ ４７．７０

定年前早期
退職特例措
置（３～４
５％加算）

制度なし

制度なし

 

　

　

国の制度
（支給率等）

２４．５８ ３３．２７ ４７．７０ ４７．７０ 同上

住　居　手　当 同

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同
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（単位：円）

1．  固定資産

1．有形固定資産

イ  土地 96,913

ロ　建物 0

  　建物減価償却累計額 0 0

ハ　構築物 2,354,483,102

  　構築物減価償却累計額 △ 132,692,448 2,221,790,654

二　機械及び装置 40,358,615

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 15,228,762 25,129,853

ホ　車両運搬具 76,827

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 69,144 7,683

へ　工具・器具及び備品 13,500

  　工具・器具及び備品減価償却累計額 △ 12,150 1,350

ト  建設仮勘定 0

2,247,026,453

2． 無形固定資産

イ  施設利用権 172,914,867

172,914,867

2,419,941,320

2．  流動資産

1．現金・預金 102,341,851

2．未収金 2,000,000

3．貸倒引当金 0

104,341,851

2,524,283,171

令和7年度　湯前町下水道事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資　産　の　部

(令和8年3月31日)
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3．  固定負債

1． 企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 443,075,935

ロ　その他の企業債 24,649,722

467,725,657

467,725,657

4．  流動負債

1． 企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 49,228,586

ロ　その他の企業債 12,275,784

61,504,370

2． 未払金 4,200,000

3．引当金

イ　賞与引当金 417,000

ロ　法定福利費引当金 86,000

503,000

66,207,370

5．  繰延収益

1． 長期前受金 987,625,398

イ　長期前受金収益化累計額 △ 61,081,994

926,543,404

1,460,476,431

6．  資本金 1,063,806,740

7．  剰余金

1． 資本剰余金

イ  受贈財産評価額 0

ロ  国庫補助金 0

0

2． 利益剰余金

イ  当年度未処分利益剰余金 0

0 0

1,063,806,740

2,524,283,171

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 剰 余 金 合 計

負　債　の　部

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計
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（単位：円）

1．  固定資産

1．有形固定資産

イ  土地 96,913

ロ　建物 0

  　建物減価償却累計額 0 0

ハ　構築物 2,354,483,102

  　構築物減価償却累計額 △ 66,346,224 2,288,136,878

二　機械及び装置 40,358,615

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 7,614,381 32,744,234

ホ　車両運搬具 76,827

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 34,572 42,255

へ　工具・器具及び備品 13,500

  　工具・器具及び備品減価償却累計額 △ 6,075 7,425

ト  建設仮勘定 0

2,321,027,705

2． 無形固定資産

イ  施設利用権 168,149,198

168,149,198

2,489,176,903

2．  流動資産

1．現金・預金 99,105,632

2．未収金 2,000,000

3．貸倒引当金 0

101,105,632

2,590,282,535

令和6年度　湯前町下水道事業予定貸借対照表

(令和7年3月31日)

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3．  固定負債

1． 企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 479,404,521

ロ　その他の企業債 36,925,506

516,330,027

516,330,027

4．  流動負債

1． 企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 50,269,429

ロ　その他の企業債 18,938,938

69,208,367

2． 未払金 2,150,000

3．引当金

イ　賞与引当金 411,000

ロ　法定福利費引当金 84,000

495,000

71,853,367

5．  繰延収益

1． 長期前受金 987,625,398

イ　長期前受金収益化累計額 △ 30,540,997

957,084,401

1,545,267,795

6．  資本金 1,045,014,559

7．  剰余金

1． 資本剰余金

イ  受贈財産評価額 0

ロ  国庫補助金 0

0

2． 利益剰余金

イ  当年度未処分利益剰余金 181

181 181

1,045,014,740

2,590,282,535

企 業 債 合 計

負　債　の　部

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 剰 余 金 合 計
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（単位：円）
1.

51,848,000

0

352,000 52,200,000

2.

7,613,000

5,526,819

36,201,490

81,021,583 130,362,892

△ 78,162,892

3.

0

61,348,000

30,540,997

2,000 91,890,997

4.

9,590,089

1,153,200 10,743,289 81,147,708

2,984,816

5.

0 0 0

6.

0

1,007,800 1,007,800 △ 1,007,800

7. 0 0 0

1,977,016

0

1,977,016

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特　別　利　益

（1）過年度損益修正益等

特　別　損　失

（1）過年度損失修正損

（2）その他特別損失

予　備　費

営 業 利 益

営　業　外　収　益

（1）受取利息

（2）他会計補助金

（3）長期前受金戻入

（4）雑収益

営　業　外　費　用

（1）支払利息

（2）その他営業外費用

経 常 利 益

（4）減価償却費

令和6年度湯前町下水道事業予定損益計算書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

営　業　収　益

（1）下水道使用料収益

（2）受託工事収益

（3）その他営業収益

営　業　費　用

（1）汚水管渠費

（2）総係費

（3）流域下水道維持管理負担金
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収益的収入

1 下水道事業 収益 157,915 151,277 6,638

1 営 業 収 益 55,078 57,054 △ 1,976

1 下 水 道 使 用 料 55,057 57,033 △ 1,976

1 下 水 道 使 用 料 55,057 1. 下水道使用料

3 そ の 他 営 業 収 益 21 21 0

1 手 数 料 21 1. 下水道事務手数料 1

1. 下水道督促手数料 20

2 営 業 外 収 益 102,837 94,223 8,614

1 預 金 利 息 1 0 1

1 預 金 利 息 1 1. 預金利息

2 雑 収 益 1 2 △ 1

1 そ の 他 雑 収 益 1 1. 延滞金

3 一 般 会 計 補 助 金 72,295 63,681 8,614

1 一 般 会 計 補 助 金 72,295 1. 一般会計補助金

7 長 期 前 受 金 戻 入 30,540 30,540 0

1 国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入 30,233 1. 国庫補助金長期前受金戻入

2 県 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入 161 1. 県補助金長期前受金戻入

令和７年度収支明細

（単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比　　較 節款 項 予定額 摘　　　　　　　　　　要

受贈財産評価額長期前
受金戻入4 146 1. 受贈財産評価額長期前受金戻入
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収益的支出

1 下水道事業 費用 157,915 150,333 7,582

1 営 業 費 用 144,889 134,283 10,606

1 汚 水 管 渠 費 11,872 6,756 5,116

1 給 料 3,026 1. 職員1名分

2 手 当 1,396 1. 扶養手当 174

1. 通勤手当 86

1. 住居手当 294

1. 期末勤勉手当 812

1. 時間外勤務手当等 30

3 賞 与 引当 金繰 入額 417 1. 賞与引当金繰入額

4 退職手当組合負担金 136 1. 退職手当組合負担金

5 法 定 福 利 費 895 1. 市町村共済組合負担金 887

1. 公務災害補償基金負担金 8

6 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 86 1. 法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 16 1. 旅費

13 委 託 料 5,000 1. 経営戦略改定業務委託

17 工 事 請 負 費 900 1. 公共桝新設工事

3 総 係 費 5,877 5,741 136

7 旅 費 3 1. 旅費

8 備 消 品 費 31 1. 事務用品

9 燃 料 費 109 1. 燃料費

10 光 熱 水 費 1,110 1. マンホールポンプ電力使用料

12 通 信 運 搬 費 275 1. 切手購入 16

1. マンホールポンプ非常通信電話料 169

1. マンホールポンプ非常通信装置送信料 90

13 委 託 料 1,808 1. マンホールポンプ保守管理委託料 1,447

1. 水質検査委託料 48

1. 下水道公営企業会計システム保守委託料 93

1. 下水道資産台帳管理システム保守委託料 220

14 手 数 料 535 1. 公用車車検手数料 16

1. 口座振替等手数料 519

15 修 繕 料 532 1. 下水道施設修繕料 300

1. マンホールポンプオイル交換 182

1. 公用車修繕料 50

18 保 険 料 53 1. 自動車共済等保険料 35

比　　較 節 予定額

（単位：千円）

摘　　　　　　　　　　要款 項 目 本 年 度 前 年 度
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1. 自賠責保険 18

20 賃 借 料 507 1. 駐車場使用料 5

1. 下水道公営企業会計システムサービス利用料 502

26 負 担 金 897 1. 球磨川上流流域下水道促進協議会負担金 212

1. 全国町村下水道推進協議会県支部負担金 20

1. 日本下水道協会負担金 54

1. 九州地方下水道協会負担金 11

1. 下水道接続補助金 600

27 公 課 費 17 1. 自動車重量税印紙代 17

4 流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金 46,118 40,764 5,354

1 流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金 46,118 1. 流域下水道維持管理負担金

5 減 価 償 却 費 81,022 81,022 0

 1 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 74,001 1. 有形固定資産減価償却費

2 無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 7,021 1. 無形固定資産減価償却費

2 営 業 外 費 用 12,826 13,400 △ 574

1 支 払 利 息 8,826 9,625 △ 799

1 企 業 債 利 息 8,826 1. 下水道事業債利子

4 そ の 他 営 業 外 費 用 4,000 3,775 225

1 そ の 他 営 業 外 費 用 4,000 1. 消費税

4 予 備 費 200 200 0

1 予 備 費 200 200 0

1 予 備 費 200 1. 予備費
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資本的収入

1 資 本 的 収 入 31,692 26,356 5,336

1 企 業 債 12,900 7,800 5,100

1 下 水 道 事 業 債 12,900 7,800 5,100

1 下 水 道 事 業 債 12,900 1. 下水道事業債

2 出 資 金 18,792 18,556 236

1 一 般 会 計 出 資 金 18,792 18,556 236

1 一 般 会 計 出 資 金 18,792 1. 一般会計出資金

資本的支出

1 資 本 的 支 出 82,174 76,838 5,336

1 建 設 改 良 費 12,965 7,899 5,066

4 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 12,965 7,899 5,066

1 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 12,965 1. 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 69,209 68,939 270

1 企 業 債 償 還 金 69,209 68,939 270

1
下水道事業債元金
償 還 金

69,209 1. 下水道事業債元金償還金

款

款

項 目

（単位：千円）

本 年 度 前 年 度

摘　　　　　　　　　　要項 目 本 年 度 前 年 度 比　　較

摘　　　　　　　　　　要

節 予定額

比　　較 節 予定額
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 
 

(単位：千円) 

区  分 
前々年度末 

現 在 高 

前年度末現在高 

見  込  額 

当該年度中増額見込額 

当該年度末現在高 

見 込 額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

1．下水道事業債 ６４４，８７７ ５７６，３７７ １２，９００ ６９，２０８ ５２０，０６９ 
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金　額 金　額 国・県 地方債 その他

マンホールポンプ情報配信サービス業務委託料

マンホールポンプ保守管理委託料

下水道公営企業会計システム利用契約

下水道関連システム保守委託料

90 0 90 0

                債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額見込み及び

　　　　　　　　当該年度以降の支出予定額に関する調書

（単位：千円）

事　　　　項 限度額

前年度末まで 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳

の支出見込額 の支出予定額

自　令和7年度

至　令和7年度
90

特 定 財 源
一般財源

期　　間 期　　　間

自　令和　年度

至　令和　年度
0 0

1,447
自　令和　年度

0
自　令和7年度

1,447 0 0 0 1,447
至　令和　年度 至　令和7年度

502
自　令和　年度

0
自　令和7年度

502 0 0 0 502
至　令和　年度 至　令和7年度

313
自　令和　年度

0
自　令和7年度

313 0 0 0 313
至　令和　年度 至　令和7年度
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